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浅部地盤

４．地震動予測 

 

4.1 地震動予測手法の概要 

 地震動は、深部地盤と浅部地盤に分けて検討した。図 4.1-1 に地震動予測の概念図を示

す。 
関東平野北西縁断層帯主部や、太田断層、片品川左岸断層による地震については、次の

ような手法で地表の地震動を予測した。  
震源断層から深部地盤の上面である工学的基盤までは、統計的グリーン関数法で発生す

る地震波を計算した。深部地盤モデルには、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2010）
の「全国地震動予測地図 2010 年版」の強震動計算に用いられている深部地盤モデルを利用

した。断層面やその中でも地震動を強く発生する領域（アスペリティ）及び断層の破壊開

始点を設定して、工学的基盤における地震波の計算を行った。  
また、工学的基盤から地表までの浅部地盤の範囲では、地下を伝わって来た地震波が浅

い地盤（表層地盤）で増幅され地表に達する過程を、地盤の非線形性を考慮した等価線形

法を用いた応答計算を行うことで計算し、地表の地震波形を求めた。計算には、群馬県の

ボーリングデータを基に作成した浅部地盤モデルを使用した。  
予測した地表面での地震波から、地表震度などを算出した。  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 4.1-1 地震動予測の概念図 
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4.2 地震動予測手法 

1) 震源～深部地盤の地震動予測 

 震源から工学的基盤までの地震動予測においては、想定地震ごとに工学的基盤上におけ

る 3 成分（水平 2 成分および上下成分）の地震動波形を、統計的グリーン関数法を用いて

計算した。  
 統計的グリーン関数法では、Boore(1983)に準拠した地震基盤における要素波を SV 波、

SH 波それぞれについて作成し、入倉ほか(1997)による方法で波形合成を行った。ここで、

地震基盤から工学的基盤までの地盤増幅は、SV 波、SH 波それぞれの斜め入射により評価

し、座標回転により NS 成分、EW 成分、UD 成分の 3 成分の波形を計算した。なお、理論

ラディエーション係数を算出するための射出角および非弾性減衰を算出するための走時に

ついては、球殻モデルによる計算値を用いた。以下に要素波の計算条件、波形合成の条件

を示す。  
 
a) 要素波の計算条件 

Boore (1983) に準拠し、地震基盤における要素波を SV 波、SH 波それぞれについて作成

する。まず、周波数 	݂	に関する加速度振幅スペクトル 。を設定する	(݂)ܣ	  

(݂)ܣ = ܴఏథ(݂)4ߚߩߨଶ ∙ ܯ ∙ ଶ1(݂ߨ2) + (݂/ c݂)ଶ ∙ 1[1 + (݂ m݂ax⁄ )ଶ௦]ଵ/ଶ ∙ exp(−ݐ݂ߨ௧ ܳ⁄ )ܴ ∙ ඨ  ߚߩߚߩ
 ---------- (式 4.2-1) 

ここで、 	ܴఏథ	はラディエーション係数、 および	[kg/m3]ߩ	 	β	は震源における密度および S
波速度を表す。	ܯ[N·m]	は地震モーメント、	 ݂[Hz]	はコーナー周波数であり、 m݂ax[Hz]	はハ

イカットフィルターの遮断周波数を表し、係数 。はフィルターの次数を表す	ݏ	 	ܳ	は非弾性

減衰定数、 および	௧ൣ秒൧ݐ	 	ܴ[km]	はそれぞれ、震源からサイト直下の地震基盤までの走時お

よび距離を表す。また、ߩ, はそれぞれ、地震基盤における密度および	ߚ S 波速度である。 
高周波遮断周波数 	 m݂ax	は対象の地震タイプごとに設定し、次数 は	ݏ	 2 を用いた。また、

コーナー周波数 	 ݂ 	は Brune(1970) に基づき、次式で算出した。  ݂ = 4.9 × 10ߪ∆)ߚ ⁄ܯ )ଵ/ଷ 
本検討では、ܣ(݂)の振幅に一様乱数で位相を与え、Boore (1983) による時刻 に関する	ݐ	

包絡関数 。を考慮し、要素波を作成した	(ݐ)ݓ	 (ݐ)ݓ  =  (ݐ)ܪ݁ି௧ݐܽ
ただし、  ܽ = (݁ ߳ ௪ܶ⁄ ) ܾ = ߳	ln ߟ [1 + ߳(ln ߳ − 1)]⁄  ܿ = ܾ ߳⁄ ௪ܶ  

とする。ここで、	(ݐ)ܪ	は単位ステップ関数、	 ௪ܶ[秒]	は継続時間を表す。Boore (1983) に
準じ、 	 ௪ܶ	は破壊継続時間 	 ௗܶ = ݂ିଵ[秒]	の 2 倍を用いた。また、߳ = 0.2, ߟ = 0.05	を用いた。 

次に、ラディエーション係数 	ܴఏథ(݂)	について、周波数では理論放射係数ܴఏథ	、高周波数

では平均化された放射係数 	ܴఏథ		となるように、次式の香川(2004) による方法を用いた。  ܴఏథ	 = (log( ଶ݂) − log	(݂))ܴఏథ + (log(݂) − log	( ଵ݂))ܴఏథlog( ଶ݂) − log	( ଵ݂)  

本検討では 	 ଵ݂ = 0.25Hz, ଶ݂ = 2Hz	とし、高周波数での平均化された 	ܴఏథ	は、大西・堀家
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(2004) により算出した  
震源からサイト直下の地震基盤までの走時 および射出角については、笠原(1985)を参	௧ݐ	

考にした球殻モデルにより算出される値を用いた。球殻モデルの S 波構造は、モホ面深さ	ܯ	を 32[km]、地表からの深さを 。として以下のように設定した[km]	ܪ	  Vs = 3.2 × ൬ܴ − ܴܪ ൰ି ܪ							 <  ܯ

Vs = 4.475 × ൬ܴ − ܴܪ ൰ିଷܯ− ܪ			 ≧  ܯ

ここで、球殻モデルの半径 	ܴ	は 6371[km]とした。  
最後に、波形合成に用いる要素波に関する一様乱数列（シード）は、香川(2004) を参考

に、変位波形がベル型となるという条件を採用した。  
 
b) 波形合成の条件  

SV 波、SH 波それぞれに、サイト直下の地盤構造を用いた斜め入射による地盤増幅係数

を乗じ、Radial および Transverse 成分から NS および EW 成分への座標回転を考慮した後、

入倉ほか(1997)による補正関数を用いて波形合成を行った。  

ܷ(݂) =݁ିଶగ୲ ቐ൬1 + 1݊ᇱ(ଵିషభ)൰  ݁ି ିଵ(ேವିଵ)ᇲ(ேವିଵ)ᇲ
ୀଵ ݁ିଶగ (ିଵ)த(ேವିଵ)ᇲቑ (݂)ேೈݑ


ேಽ
  

ここで、 	ܷ(݂)	は波形合成後のサイトの加速度フーリエスペクトルであり、 は	(݂)ݑ	
要素断層によるサイトの加速度フーリエスペクトルである。	t	は破壊開始時刻からサ

イトに到達するまでの時間であり、球殻モデルによる走時と破壊開始点から要素断層ま

での破壊伝播時間の和で表される。 ܰ , 	ܰௐ, ܰ	はそれぞれ長さ方向、幅方向、すべり方

向の分割数であり、	τ[秒]	はライズタイム、	݊ᇱ	は重ね合わせによる人工的な周期特性を

有効周波数より高い周波数側に移動させる再分割数である。  
 
 

統計的グリーン関数法は遠方近似に基づいているため、震源断層からの距離（震源距離

R）が大きくなるにつれて地震動が小さくなる幾何学的減衰については式(4.2-1)のように R
の逆数 1/R で表現されるが、震源との距離が近い場合は地震波振幅が過大評価される。地

震波振幅の幾何学的減衰は、断層に近いところでは、遠方での 1/R よりも、1/(R+C)でより

よい近似となることが解析的に示されている（中央防災会議，2004）。このことは、司・翠

川(1999)の経験的な手法（距離減衰式）でも同様の形で表現されている。C については、

司・翠川(1999)では、兵庫県南部地震など震源近傍でデータが得られている複数の地震を

用いて、モーメントマグニチュード（Mw）と C の関係を求めているが、一方、中央防災

会議 (2004)では、司・翠川 (1999)の距離減衰式との整合性を確認して、海溝型地震では

C=2.8km、活断層型地震及び直下の地震では C=8km を採用している。 
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2) 浅部地盤の地震動予測計算（地震応答計算） 

 工学的基盤まで計算された地震動波形を用い、群馬県内のボーリングデータを基に作成

した浅部地盤モデルを用いて、地盤の非線形性を考慮した応答計算を行い、地表の地震動

波形を予測計算した。また、この地震動波形から、気象庁による定義に従って、地表での

計測震度を算出した。予測単位は250mメッシュ単位で行い、予測結果は、最大加速度、計

測震度及び最大速度によりメッシュ単位で整理した。図4.2-1に今回の応答計算に用いた等

価線形地震応答解析プログラムの概要を示した。また、等価線形地震応答解析については、

図4.2-2に示す有効ひずみ周波数依存性を考慮した手法も考慮して計算を行った。  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 4.2-1 等価線形地震応答解析プログラムの概要（盛川, 2005） 

γ eff=0.65
繰り返し計算

図4.2-2 有効ひずみの周波数依存性を考慮した場合の動的変形特性性曲線の概念図 

（Kausel & Assimaki, 2002） 



 

 

36 
 
 

 地震応答計算に必要な物性値については、中央防災会議(2001)の値を用いた。  
 表4.2-1及び図4.2-3に、採用した物性値を示した。 

 

表 4.2-1  設定した土質区分と単位体積重量 

 

B1 0～4 1.6
B2 4～10 1.7
B3 10～ 2.0
Ap1 0～1 1.2
Ap2 1～ 1.3
Ac1 0～2 1.4
Ac2 2～4 1.5
Ac3 4～8 1.6
Ac4 8～15 1.7
Ac5 15～30 1.8
Ac6 30～ 1.8
As1 0～4 1.7
As2 4～10 1.8
As3 10～30 1.9
As4 30～50 1.9
As5 50～ 1.9
Ag1 ～20 1.9
Ag2 20～30 2.0
Ag3 30～50 2.0
Ag4 50～ 2.0
Lm1 0～4 1.4
Lm2 4～ 1.5
Dc1 0～2 1.5
Dc2 2～4 1.6
Dc3 4～8 1.7
Dc4 8～15 1.8
Dc5 15～30 1.8
Dc6 30～ 1.8
Ds1 0～4 1.8
Ds2 4～10 1.8
Ds3 10～30 1.9
Ds4 30～50 1.9
Ds5 50～ 2.0
Dg1 ～20 1.9
Dg2 20～30 2.0
Dg3 30～50 2.0
Dg4 50～ 2.1
K 2.1

砂質土

礫質土

砂質土

礫質土

ローム・凝
灰質粘土

粘性土

単位体積重量

(kgf/cm3)

埋土

腐植土

粘性土

地質区分 地質名 記号 N値

第
四
紀

　
　
　
　
　
　
　
　
完
新
世

第三紀

　
　
　
　
　
　
　
　
更
新
世
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○N 値と S 波速度の関係  
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⋅

⎪
⎭

⎪
⎬

⎫

⎪
⎩

⎪
⎨

⎧
⋅⋅=

gravel
sand
clay

tertiary
diluvium
alluvium

NaVs n
      ――― (式 4.2-2) 

ただし、  
Vs   ：S 波速度  
a   ：定数（=112.73） 
N   ：N 値 
alluvium ：沖積層に対する補正係数  （=1.000） 
diluvium ：洪積層に対する補正係数  （=1.223） 
tertiary   ：新第三紀層に対する補正係数（=1.379） 
clay   ：粘土層に対する補正係数  （=1.000） 
sand   ：砂層に対する補正係数  （=0.885） 
gravel   ：礫層に対する補正係数  （=0.900） 
n   ：指数項（=0.256） 

 
 

 
図 4.2-3 採用した動的変形特性曲線 

※ 表 4.2-1 における埋土、腐植土、ローム・凝灰質粘土については、図 4.2-3 の曲線番号１を

用いた。  
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4.3 地震動予測結果 

 統計的グリーン関数法による工学的基盤までの地震動計算及び地表までの地震応答計算

は、以下の３ケースの地震について実施した。  
1) 関東平野北西縁断層帯主部  
2) 太田断層  
3) 片品川左岸断層  
 

これらの地震について、統計的グリーン関数法における震源断層からの距離 R が大きく

なるにつれて地震動が小さくなる幾何学的減衰を示す関数系を 1/(R+C)として表したとき

に、C=0 とする場合と、C=8.0km とする場合及び C=2.8km とする場合の３種類を設定した。  
３ケースの地震について、それぞれ３種類の C の値を用いて地震動を予測した。予測結

果は、それぞれの想定地震毎に、工学的基盤における最大速度と震度、及び地表震度、地

表最大速度、地表最大加速度の分布の順で、図 4.3-2～図 4.3-13 に示した。  
 
＜C の値の妥当性についての検討＞  

３種類の C の値について、どの値を用いることが妥当かの検討を行った。  
式(4.2-1)が遠方近似であることから、C=0 の場合は、断層近傍では明らかに地震動は過

大評価になる。一方で、この C=2.8km 及び 8.0km は、中央防災会議の「東海地震に関する

専門調査会」、「東南海、南海地震等に関する専門調査会」、「首都直下地震対策専門調査会」

の際に用いられているもので、海溝型の地震に関しては 2.8km を用い、活断層型地震及び

直下の地震については 8.0km を用いている（中央防災会議，2004）。この 2.8km と 8.0km
は、各地震の地震動を司・翠川(1999)の距離減衰式と比較して整合的な場合の値を求めた

ものであり、物理的な意味づけがあって海溝型と活断層の地震で異なる C を設定したわけ

ではなかった。他の自治体の地震被害想定の検討の中で、同じ活断層型地震に対して中央

防災会議の C=8 kmとは異なる C=2.8 kmを用いる事例があった（例 東京都防災会議(2012)
における立川断層帯地震）。  

各地震においてそれぞれ３種類の C を用いて実施した今回の統計的グリーン関数法によ

るシミュレーション結果についても、中央防災会議(2004)と同様に図 4.3-3、図 4.3-7 及び

図 4.3-11 において、司・翠川(1999) による距離減衰式と比較した。これらを比較すると、

距離減衰式との一致度が最も良いのは C=8.0 km の場合であった。しかし、今回のシミュ

レーションのように断層モデルのアスペリティの中央真下に破壊開始点を設定して上方に

向けて破壊する様な場合は、断層近傍で距離減衰式を上回ることもあり得て、一概に距離

減衰式との一致度だけで C の値を決定できない面もある。  
 
更には、司・翠川(1999)では、兵庫県南部地震など震源近傍でデータが得られている複

数の地震を用いて、モーメントマグニチュード（Mw）と C の関係（最大速度の場合）を

式(4.3-1)の様にまとめている（R を断層からの最短距離とした場合）。  
（最大速度の場合）：  

MwC 50.0100028.0 ×=         ――― (式 4.3-1) 
この場合の Mw には、地震動計算に使用した断層面の最小単位の Mw を用いる。最小単位

の面積は 2km×2km=4 km2 で、各断層のアスペリティにおけるすべり量の範囲 1.5～7.1m を

考慮すると、最小単位の断層面の Mw の範囲は 5.4～6.0 程度となり、そのまま式(4.3-1)に
適用すると C=1.5～3 程度となる。この値に近い値が妥当な C の値と考えられる。  
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震度7の面積
(km2)村松
(2001)の式

村松(2001)の
式―標準偏差

(-σ)

村松(2001)の
式＋標準偏差

(+σ)

震度7の面積
(km2)翠川・五
艘(1997)の式

6.0 4.2 2.4 11.5 1.7
6.1 5.6 3.2 15.3 2.4
6.2 7.4 4.3 20.4 3.4
6.3 9.9 5.7 27.2 4.7
6.4 13.2 7.6 36.3 6.5
6.5 17.6 10.1 48.4 9.1
6.6 23.4 13.5 64.6 12.7
6.7 31.3 18.0 86.1 17.7
6.8 41.7 24.0 114.8 24.7
6.9 55.6 32.0 153.1 34.4
7.0 74.1 42.7 204.2 47.9
7.1 98.9 56.9 272.3 66.7
7.2 131.8 75.9 363.1 92.9
7.3 175.8 101.2 484.2 129.4
7.4 234.4 134.9 645.7 180.3
7.5 312.6 179.9 861.0 251.2
7.6 416.9 239.9 1148.2 349.9
7.7 555.9 319.9 1531.1 487.5
7.8 741.3 426.6 2041.7 679.2
7.9 988.6 568.9 2722.7 946.2
8.0 1318.3 758.6 3630.8 1318.3
8.1 1757.9 1011.6 4841.7 1836.5

震度７が分布する推定面積(km2)
気象庁マグニ

チュード
Mj

メッシュ数 面積(km
2
)

C=0 C=2.8 C=8 C=0 C=2.8 C=8

関東平野北西縁断層帯主部 8.1 1,553 296 10 100.8 19.2 0.6
太田断層 7.1 786 123 0 51.0 8.0 0.0
片品川左岸断層 7.0 752 280 53 48.5 18.1 3.4

想定地震名
気象庁マグ
ニチュード

(Mj)

一方で、シミュレーション結果で得られた地表震度分布における震度 7 の範囲について、

既往の研究におけるマグニチュードとの関係と比較する。村松(2001)及び翠川・五艘(1997)
は、過去の被害地震から気象庁マグニチュード（Mj）と震度 7 地域の面積（S7）の関係を

以下の経験式のように求めている。  

      logS7(km2)=1.25Mj-6.88±0.24         村松(2001) 

      logS7(km2)=1.44Mj-8.40  (6.8≦Mj≦8.0)    翠川・五艘(1997) 

これらの経験式から今回の３つの想定地震の震度 7 の面積を求め、統計的グリーン関数

法による計算結果と比較すると表 4.3-1(1), (2)のようになる。  
 

表 4.3-1(1) 村松(2001)及び翠川・五艘(1997)の式による震度 7 の推定面積 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 4.3-1(2) 統計的グリーン関数法から求めた今回の計算結果の震度７の分布面積 

 
 
 
 
 
 表 4.3-1(1)からは、村松(2001)及び翠川・五艘(1997)という２種類の個別の検討において、

震度 7 の面積が、Mj=7 で数十 km2、Mj=8 で千 km2 程度となっている。これを今回の計算

結果（表 4.3-1(2)）と比較すると、関東平野北西縁断層帯主部については、震度 7 の面積

は経験式の結果と差がある。その原因は、表 4.3-1(2)の面積は群馬県側のみを集計しただ

けで、埼玉県側に予想される面積を省いた形になっているためと考えられる。一方で太田

断層と片品川左岸断層については、震度 7 の範囲の大部分は群馬県側にあると考えられる

が、C=0 でも約 50km2 と経験式の結果とあまり差がない。この中で、C=8.0 km の場合は、

Mj=7.0～8.1 で 0～3.4 km2 と、経験式と比較して極端に小さい値となり、適切とは言えな

いと考えられる。  
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以上、多くの観点から検討した結果をまとめると、C=0 では過大評価となるが、C=8.0km
では震度 7 の面積が小さく適切とは言えない。司・翠川(1999)の式(4.3-1)から C=1.5～3 程

度に妥当な値が考えられることから、中央防災会議(2004)で用いている C=2.8 km のケース

が今回採用すべきものであると考えられる。  
 
 
＜太田断層による地震と片品川左岸断層による地震の比較についての検討＞  
 C=2.8 km を採用した場合、C=0 の場合と異なり、M7.1 の太田断層における地震での震

度 7 の範囲よりも、M7.0 の片品川左岸断層における地震の方が大きくなっている（表

4.3-1(2)）。  
 一般的に、工学的基盤上で同じ様な地震動となっている場合は、表層の沖積層が厚い太

田断層周辺の方が、山地の片品川左岸断層周辺よりも大きく揺れる結果になると考えられ

る。 
しかし、今回のシミュレーション結果における C=2.8 km の場合では、工学的基盤の段

階で片品川左岸断層の方が震度が大きくなっている傾向が見られる（図 4.3-6(3)下図と図

4.3-10(3)下図）。一方で最大速度の分布については、工学的基盤（図 4.3-6(3)上図と図

4.3-10(3)上図）及び地表（図 4.3-9(3)上図と図 4.3-13(3)上図）においても、太田断層の方が

大きくなっていることから考えると、震度についても太田断層の方が大きくなると類推さ

れ、先に述べた傾向と矛盾する。  
 この原因について検討するために、太田断層と片品川左岸断層について、周辺の地盤の

特性や今回のシミュレーション結果の簡単な比較を表 4.3-2 に示す。  
まず、周辺の地盤の特性について比較すると、地盤の厚さ及び硬さについては、太田断

層周辺は厚く軟らかく、片品川断層周辺は薄く硬いという特徴があり、このことから太田

断層周辺の地盤の卓越周期は、片品川左岸断層周辺の地盤の卓越周期よりも長いことが想

定される。加えて、全国の K-NET 地震観測点で観測された H/V スペクトルから求めた地

盤の卓越周期（図 4.3-1(2)（中央防災会議(2008)に加筆））によると、太田断層周辺の卓越

周期は 1～2 秒（周辺は 2～10 秒）、片品川左岸断層周辺は 1 秒以下であり（図 4.3-1(3)）、
太田断層周辺は比較的長周期が、片品川左岸断層周辺は比較的短周期が卓越している。  

 
表 4.3-2 太田断層周辺と片品川左岸断層周辺における地盤及び計算結果の比較  

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

太田断層周辺
片品川左岸
断層周辺

備考

地震基盤の深さ 深い（1～2km） 浅い 図4.2より

深部地盤の厚さ 厚い（1～2km） 薄い 図4.2より
浅部地盤の厚さ 厚い 薄い 図4.7より
浅部地盤の硬さ 軟らかい 硬い 図4.8より

地盤の卓越周期
1～2秒

（周辺は2～10秒）
1秒以下

図5.3-1(3)（中央防災会議,
2008）より

最大速度の分布範囲 大 小
震度6強の分布範囲（C=0） 大 小
震度6強の分布範囲（C=2.8） 小 大
最大速度の分布範囲 大 小
震度7の分布範囲（C=0） 大 小
震度7の分布範囲（C=2.8） 小 大
加速度の分布範囲（C=2.8） 小 大

比較項目

地盤の特性

工学的基盤
地震動の特性

地表地震動
の特性

図5.3-6(1), 図5.3-10(1),
図5.3-6(3), 図5.3-10(3)より

図5.3-9(1), 図5.3-13(1),
図5.3-9(3), 図5.3-13(3),
図5.3-8(1), 図5.3-12(1),
図5.3-8(3), 図5.3-12(3)より
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一般的に、地震動の指標の一般的な特性は、「速度」が短周期から長周期の広い周期帯

を表現する指標であるのに対し、「震度（計測震度）」は主として 0.1～1 秒（図 4.3-1(1)で
1～10Hz）の短周期の地震動を強調して表現するという特徴がある。「加速度」も、主に短

周期の地震動を強調して表現する特徴がある。  
これらの地盤や地震動指標の特性から、片品川左岸断層周辺の地盤では短周期が卓越し

ているため、加速度が大きめに出て、震度の高いところが広めに出ているのに対し、太田

断層の方は長周期が卓越しているため、工学的基盤でも地表でも、加速度や震度は小さめ

に出ていると考えられる。最大速度については震度の傾向とは異なり太田断層の方が大き

めに出ているが、その理由は、太田断層付近の浅部及び深部地盤が、片品川断層付近の地

盤より厚く柔らかなため、地震波の長周期成分が卓越した結果だと考えられる。  
以上より、トータルの地震動で見ると太田断層の方が大きめだが、震度という限られた

周期帯で見ると、片品川左岸断層の方が震度 7 の範囲が大きくなる場合もあることが考え

られる。  
 表 4.3-2 より、C=0 で計算した場合は太田断層の方が震度 7 の範囲が大きくて、C=2.8km
や C=8km とすると、逆になってしまうことから、太田断層周辺と片品川左岸断層周辺で C
の効き方に差がある可能性も考えられる。  

 
 
以上の検討より、図 4.3-2～図 4.3-13 に示した３ケースの地震に関するそれぞれ３種類の

C の値を用いた地震動の予測結果については、C=2.8km の結果を採用した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.3-1(1) 計測震度の計算に用いるフィルター特性（出典：気象庁 HP に加筆）  
  

周期 0.1～1 秒
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図 4.3-1(2) K-NET による観測 H/V スペクトルの卓越周期（中央防災会議, 2008） 

（出典：内閣府 HP）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.3-1(3) K-NET による観測 H/V スペクトルの卓越周期（中央防災会議, 2008） 

群馬県付近の拡大図（出典：内閣府HP に加筆） 

 

  

片品川左岸断層 

太田断層 
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１）関東平野北西縁断層帯主部による地震動予測 

 
最大速度分布 

 
震度分布 

図 4.3-2(1) 工学的基盤における最大速度と震度分布 

（関東平野北西縁断層帯主部による地震の場合(M8.1)。C=0km） 
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最大速度分布 

 
震度分布 

図 4.3-2(2) 工学的基盤における最大速度と震度分布 

（関東平野北西縁断層帯主部による地震の場合(M8.1)。C=8.0km） 
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最大速度分布 

 
震度分布 

図 4.3-2(3) 工学的基盤における最大速度と震度分布 

（関東平野北西縁断層帯主部による地震の場合(M8.1)。C=2.8km） 
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(a) C=0 km 

 
 (b) C=8.0 km 

 
(c) C=2.8 km 

図 4.3-3 距離減衰式（司・翠川, 1999）との比較 

関東平野北西縁断層帯主部による地震の場合（M8.1） 
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図 4.3-4(1) 地表震度分布 

（関東平野北西縁断層帯主部による地震の場合(M8.1)。C=0km）  
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図 4.3-4(2) 地表震度分布 

（関東平野北西縁断層帯主部による地震の場合(M8.1)。C=8.0km） 
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図 4.3-4(3) 地表震度分布 

（関東平野北西縁断層帯主部による地震の場合(M8.1)。C=2.8km） 
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地表最大速度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地表最大加速度分布  
図 4.3-5(1) 地表最大速度分布及び地表最大加速度分布 

（関東平野北西縁断層帯主部による地震の場合(M8.1)。C=0km） 
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地表最大速度分布  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地表最大加速度分布  
図 4.3-5(2) 地表最大速度分布及び地表最大加速度分布 

（関東平野北西縁断層帯主部による地震の場合(M8.1)。C=8.0km） 
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地表最大速度分布  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地表最大加速度分布  
図 4.3-5(3) 地表最大速度分布及び地表最大加速度分布 

（関東平野北西縁断層帯主部による地震の場合(M8.1)。C=2.8km） 
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２）太田断層による地震動予測 

 
最大速度分布  

 
震度分布 

図 4.3-6(1) 工学的基盤における最大速度と震度分布 

（太田断層による地震の場合(M7.1)。C=0km） 
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最大速度分布  

 
震度分布 

図 4.3-6(2) 工学的基盤における最大速度と震度分布 

（太田断層による地震の場合(M7.1)。C=8.0km） 

  



 

 

55 
 
 

 

 

最大速度分布  

 
震度分布 

図 4.3-6(3) 工学的基盤における最大速度と震度分布 

（太田断層による地震の場合(M7.1)。C=2.8km） 
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(a) C=0 km 

 
 (b) C=8.0 km 

 
(c) C=2.8 km 

図 4.3-7 距離減衰式（司・翠川, 1999）との比較 

  太田断層による地震の場合(M7.1) 
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図 4.3-8(1)  地表震度分布 

（太田断層による地震の場合(M7.1)。C=0km） 
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図 4.3-8(2)  地表震度分布 

（太田断層による地震の場合(M7.1)。C=8.0km） 
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図 4.3-8(3)  地表震度分布 

（太田断層による地震の場合(M7.1)。C=2.8km） 
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地表最大速度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地表最大加速度分布 

図 4.3-9(1) 地表最大速度分布及び地表最大加速度分布 

（太田断層による地震の場合(M7.1)。C=0km） 
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地表最大速度分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地表最大加速度分布 

図 4.3-9(2) 地表最大速度分布及び地表最大加速度分布 

（太田断層による地震の場合(M7.1)。C=8.0km） 
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地表最大速度分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地表最大加速度分布 

図 4.3-9(3) 地表最大速度分布及び地表最大加速度分布 

（太田断層による地震の場合(M7.1)。C2.8km） 
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３）片品川左岸断層による地震動予測 

 
最大速度分布  

 
震度分布 

図 4.3-10(1) 工学的基盤における最大速度と震度分布 

（片品川左岸断層による地震の場合(M7.0)。C=0km） 
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最大速度分布  

 
震度分布 

図 4.3-10(2) 工学的基盤における最大速度と震度分布 

（片品川左岸断層による地震の場合(M7.0)。C=8.0km） 
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最大速度分布  

 
震度分布 

図 4.3-10(3) 工学的基盤における最大速度と震度分布 

（片品川左岸断層による地震の場合(M7.0)。C=2.8km） 
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(a) C=0 km 

 
 (b) C=8.0 km 

 
 (c) C=2.8 km 

図 4.3-11 距離減衰式（司・翠川, 1999）との比較 

     片品川左岸断層による地震の場合(M7.0) 
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図 4.3-12(1)  地表震度分布 

（片品川左岸断層による地震の場合(M7.0)。C=0km） 
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図 4.3-12(2)  地表震度分布 

（片品川左岸断層による地震の場合(M7.0)。C=8.0km） 
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図 4.3-12(3)  地表震度分布 

（片品川左岸断層による地震の場合(M7.0)。C=2.8km）  
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地表最大速度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地表最大加速度分布 

図 4.3-13(1) 地表最大速度分布及び地表最大加速度分布 

（片品川左岸断層による地震の場合(M7.0)。C=0km） 
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地表最大速度分布  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地表最大加速度分布 

図 4.3-13(2) 地表最大速度分布及び地表最大加速度分布 

（片品川左岸断層による地震の場合(M7.0)。C=8.0km） 
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地表最大速度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地表最大加速度分布 

図 4.3-13(3) 地表最大速度分布及び地表最大加速度分布 

（片品川左岸断層による地震の場合(M7.0)。C=2.8km） 
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4.4 その他の想定地震による地震動予測 

 県外の断層帯で、活動した場合に本県に影響を及ぼす可能性がある、次の２つの断層帯

を震源とする地震については、群馬県内において想定される震度を算出した（図 4.4-1～2）。 
1) 六日町断層帯（全体）  －新潟県  
2) 長野盆地西縁断層帯  －長野県  

 
震源から工学的基盤までは距離減衰式を用いて地震動を予測し、工学的基盤から地表の

地震動については、「３．地盤モデルの作成」において県内のボーリングデータと微地形区

分を用いて作成した浅部地盤モデルの地盤増幅率や震度増分を用いて算出した。  
 
 工学的基盤上の最大速度（PGVb [cm/秒]）は、司・翠川(1999) による距離減衰式(式 4.4-1)
により算出した。  
 
log PGVb = 0.58Mw+0.0038D－1.29－log(X+0.0028・100.50Mw)－0.002X+d ――― (式4.4-1) 
   ここで、  
    PGVb ：Ｓ波速度 600m/秒基盤上の最大速度  
    Mw  ：モーメントマグニチュード  
    D   ：震源の深さ(km) 
    X ：断層最短距離(km) 
    d   ：地震タイプ別の係数（地殻内 0.00, プレート間 0.02, プレート内 0.12）  
 

また、工学的基盤上の地震動から、地表の地震動を予測するために用いる地盤増幅率の

評価手法については、地震調査研究推進本部地震調査委員会(2009)による強震動予測の「レ

シピ」に基本的に従った。採用した手法を、以下に示す。  
 
a) 250m メッシュの速度構造モデルより、以下の式を用いて AVS30 を求める。  

              
( )∑

=
Vsh

AVS 3030
     

――― (式 4.4-2) 

  ここで、  
AVS30 ：表層 30m の平均 S 波速度(m/秒) 
h ：各層の層厚(m) 
Vs ：各層の S 波速度(m/秒) 

 
b) 工学的基盤から地表への最大速度の増幅率 amp については、表層 30m の平均 S 波

速度 AVS30 との相関性が認められる。そこで次式を用いて、AVS30 から最大速度の

増幅率 amp を算出する（藤本・翠川, 2006）。  
 
 log(amp) = 2.367 − 0.852 ⋅ log AVS30 ± 0.166 （100<AVS30 <1500）  ――― (式 4.4-3) 
 
ここで、amp：平均 S 波速度 600m/秒の工学的基盤を基準とした最大速度増幅率  
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c) 工学的基盤上の最大速度 PGVb (cm/秒) に前述の最大速度の増幅率 amp を乗じ、地

表の最大速度 PGV (cm/秒) を算出する。  

         PGV = amp･PGV b      ――― (式 4.4-4) 

d) 地表の最大速度 PGV から最大速度と計測震度の関係式（藤本・翠川, 2005）を用い

て、地表の震度 I を求める。  

 ( ) ( ){ }2log213.0log603.2002.2 PGVPGVI ⋅−⋅+=  ( )I≦4     ――― (式 4.4-5) 

 ( )PGVI log262.2165.2 ⋅+=    ( )4<I     ――― (式 4.4-6) 

e) 地表の震度 I から、震度と速度の関係式（童・山崎,1996）を用いて、地表の加速度

PGA を求める。  
         

IPGA ⋅+−= 51.023.010       ――― (式 4.4-7) 
 
 以上により求められた地表震度、速度及び加速度の値を、六日町断層帯の地震について

は図 4.4-1 に、長野盆地西縁断層帯については図 4.4-2 に示した。  
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１）六日町断層帯（全体）による地震動予測 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.4-1(1)  地表震度分布 

（六日町断層帯（全体）による地震の場合(M7.7)） 
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地表最大速度分布  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地表最大加速度分布 

図 4.4-1(2) 地表最大速度分布及び地表最大加速度分布 

（六日町断層帯（全体）による地震の場合(M7.7)） 
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２）長野盆地西縁断層帯による地震動予測 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.4-2(1)  地表震度分布 

（長野盆地西縁断層帯による地震の場合(M7.8)） 
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地表最大速度分布  
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地表最大加速度分布 

図 4.4-2(2) 地表最大速度分布及び地表最大加速度分布 

（長野盆地西縁断層帯による地震の場合(M7.8)）  
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市町村名

地震
規模
（M）

断層
長さ

（km）

震源
断層の
走向

震源断層の傾
斜(度)・向き

断層の種類

断層上
端深度
（km）

地震基盤
上面深度
（km）

前橋市 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 7.5 5.5
高崎市 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 7 5
桐生市 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 3 1
伊勢崎市 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 8 6
太田市 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 3.5 1.5
沼田市 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 3 1
館林市 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 4 2
渋川市 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 4 2
藤岡市 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 5 3
富岡市 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 3 1
安中市 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 4 2
みどり市 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 4 2
榛東村 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 5 3
吉岡町 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 6.5 4.5
上野村 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 2 0
神流町 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 2 0
下仁田町 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 2 0
南牧村 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 2 0
甘楽町 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 3 1
中之条町 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 4 2
東吾妻町 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 4 2
長野原町 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 3.5 1.5
嬬恋村 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 3.5 1.5
草津町 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 3 1
高山村 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 3.5 1.5
片品村 6.9 17.4 16.8 45・東傾斜 東側隆起の逆断層 2 0
川場村 6.9 17.4 16.8 45・東傾斜 東側隆起の逆断層 2.5 0.5
昭和村 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 3 1
みなかみ町 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 3 1
玉村町 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 7.5 5.5
板倉町 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 5 3
明和町 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 5 3
千代田町 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 6.5 4.5
大泉町 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 6 4
邑楽町 6.9 17.4 120.0 50・南西傾斜 南西側隆起の逆断層 5 3

4.5 予防対策用地震による地震動予測 

全国どこでも発生しうる、地殻内の浅い場所で発生する地震として、県内各市町村の直

下に設定した「予防対策用地震」については、震源から工学的基盤までは距離減衰式を用

い、工学的基盤から地表までは、県内のボーリングデータと微地形区分を用いて作成した

浅部地盤モデルの地盤増幅率や震度増分を用いて、地表のゆれやすさを算出した。震源を

設定していることから、想定した地震に対しての絶対的なゆれやすさを示している。  
予防対策用地震の震源としては、県内各市町村の役所・役場の直下に、M6.9 の地震を

生じる震源断層を仮定した（表 4.5-1）。震源断層の上端深さは、地震基盤の深さを参考と

する（地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2009）が、山間部では地震基盤が地表付近

まで浅くなっていることから、一律に各市町村における地震基盤の深さ＋2km の深さを上

端と設定した。震源断層の走向・傾斜は、群馬県では柏崎-銚子線を境に南西と北東で活断

層の分布傾向に違いが見られることから、南西側は関東平野北西縁断層帯主部の走向・傾

斜（長期評価の 50～70°の内、浅い傾斜を採用）に、北東側（片品村、川場村のみ）は片

品川左岸断層の走向・傾斜に準拠するとした。  
 

表 4.5-1 予防対策用に市町村直下に設定した断層 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  



 

 

80 
 
 

図 4.5-1 では、各市町村におけるゆれやすさが最大となるケースを示す。これは、属す

る市町村における予防対策用地震よりも、隣接する市町村の地震の方が大きい場合は、大

きい方を採用したケースを意味する。図 4.5-2(1)～(7)では、各市町村でそれぞれ設定した 1
つの震源断層からの地震動を市町村ごとに計算した結果を個別に示す。  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5-1 予防対策用に設定した各市町村直下の地震 (それぞれ M6.9) 

によるゆれやすさの分布 
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伊勢崎市 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

太田市 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 市役所・町村役場 

図 4.5-2(1) ゆれやすさの分布図（予防対策用の市町村直下の地震・市町村別） 
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● 市役所・町村役場 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

沼田市 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

館林市 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

渋川市 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

藤岡市 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

富岡市 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ゆれやすい 

 ↑ 

 

 ↓ 

ゆれにくい 

ゆれやすさ 

図 4.5-2(2) ゆれやすさの分布図（予防対策用の市町村直下の地震・市町村別） 



 

 

83 
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北群馬郡榛東村 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

北群馬郡吉岡町 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

多野郡上野村 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 4.5-2(3) ゆれやすさの分布図（予防対策用の市町村直下の地震・市町村別） 

● 市役所・町村役場 
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多野郡神流町 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

甘楽郡下仁田町 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

甘楽郡南牧村 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

甘楽郡甘楽町 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

吾妻郡中之条町 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 市役所・町村役場 

図 4.5-2(4) ゆれやすさの分布図（予防対策用の市町村直下の地震・市町村別） 

ゆれやすい 

 ↑ 

 

 ↓ 

ゆれにくい 

ゆれやすさ 



 

 

85 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

吾妻郡長野原町 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

吾妻郡嬬恋村 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

吾妻郡草津町 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

吾妻郡高山村 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

吾妻郡東吾妻町 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 市役所・町村役場 

図 4.5-2(5) ゆれやすさの分布図（予防対策用の市町村直下の地震・市町村別） 
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利根郡片品村 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

利根郡川場村 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

利根郡昭和村 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

利根郡みなかみ町 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

佐波郡玉村町 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 市役所・町村役場 

図 4.5-2(6) ゆれやすさの分布図（予防対策用の市町村直下の地震・市町村別） 
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邑楽郡板倉町 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

邑楽郡明和町 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

邑楽郡千代田町 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

邑楽郡大泉町 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

邑楽郡邑楽町 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 市役所・町村役場 

図 4.5-2(7) ゆれやすさの分布図（予防対策用の市町村直下の地震・市町村別） 
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